
議第５５号  

　（総則）

第１条　令和７年度下呂市立金山病院事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

(1) 50 床

(2)

入 院 12,045 人

外 来 32,480 人

(3)

入 院 33 人

外 来 134 人

　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　　第 １ 款 　病 院 事 業 収 益 千円

　　　第 １ 項　 医 業 収 益 千円

　　　第 ２ 項　 医 業 外 収 益 千円

1,144,805

収　　　　　　　　　入

令和７年度 下呂市立金山病院事業会計予算

病 床 数

年 間 患 者 数

１ 日 平 均 患 者 数

902,870

241,935
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-



　　第 １ 款 　病 院 事 業 費 用 千円

　　　第 １ 項　 医 業 費 用 千円

　　　第 ２ 項　 医 業 外 費 用 千円

　　　第 ４ 項　 予 備 費 千円

　（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 60,385 千円は、損益勘定留保資金 

　で補てんするものとする。）。

　　第 １ 款 　資 本 的 収 入 千円

　　　第 １ 項　 出 資 金 千円

　　第 １ 款 　資 本 的 支 出 千円

　　　第 ２ 項　 企 業 債 償 還 金 千円

　　　第 ３ 項　 投 資 千円

支　　　　　　　　　出

1,370,953

1,346,621

21,332

3,000

収　　　　　　　　　入

43,143

43,143

支　　　　　　　　　　出

103,528

102,728

800
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　（一時借入金）

第５条　一時借入金の限度額は、100,000千円と定める。

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第６条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会

　の議決を経なければならない。

　（１）　職員給与費 千円

　（２）　交　 際　 費 千円

　（たな卸資産の購入限度額）

第７条　たな卸資産の購入限度額は、54,417千円と定める。

令和7年２月２５日提出

801,680

600

下呂市長　　　山　内　　登
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1 病 院 事 業
収　　   　益

1 医 業 収 益 902,870

（外来診療）年間患者数　31,460人　　１日平均患者数　130人　　診療日数　242日

（訪問診療）年間患者数　1,020人　　１日平均患者数　10人　　診療日数　102日

2 医業外収益 241,935

1 受取利息及び配当金 1 預金利息 

5 患者外給食収益 113 夜勤職員給食料

医師住宅使用料、救命救急応援診療、ﾃﾚﾋﾞｶｰﾄﾞ利用料、駐車場利用料　他

（急性期一般入院料6）年間患者数　4,745人　　１日平均患者数　 13人

（地域包括ケア入院管理料2）年間患者数　7,300人　　１日平均患者数　 20人

（補助金等を財源として取得した固定資産の減価償却見合い分の補助金等の収益化）

負 担 金 交 付 金

8 その他医業外収益 6,495

7 長期前受金戻入

項

2 他 会 計 補 助 金

3

4

目

令和7年度  下呂市立金山病院事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　　　　　　入
（単位：千円）

1

一般会計繰入分
（研究研修費、共済組合追加費用、基礎年金拠出金、児童手当、特別減収対策債利子）

一般会計繰入分（企業債利子、高度医療経費、不採算地区病院経費）

款

室料差額収益、公衆衛生活動収益、医療相談収益、他会計負担金、文書料　他

備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　考予　　定　　額

105,585

1,144,805

27,202

393,835

187,530

20,594

2 外　 来　 収　 益 403,450

入 院 収 益

その他医業収益

-
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1 病 院 事 業
費　　   　用

1 医 業 費 用 1,346,621

3

2 医業外費用 21,332

支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

3 雑 支 出 50 公衆電話料 

4 消 費 税 4,910 消費税（仮受消費税と仮払消費税の差額）

5 雑 損 失 360 診療報酬査定減額分

長 期 前 払
消 費 税 償 却

4 予   備   費 3,000

1 予 備 費 3,000

棚卸資産減耗費

給料、手当、報酬、法定福利費、退職給付費、賞与引当金繰入額、法定福利費引当金繰入額

薬品費、診療材料費、給食材料費、医療消耗備品費

ﾊﾟｰﾄ医師等報償費、旅費交通費、消耗品費、消耗備品費、光熱水費、燃料費、
印刷製本費、修繕費、保険料、賃借料、通信運搬費、委託料、諸会費、交際費、
貸倒引当金繰入額、雑費　他

減価償却費（建物、構築物、器械備品、車両、ソフトウェア）

10,851 企業債利息、一時借入金利息

6 5,161 病院建設（平成22～24年度）に伴う長期前払消費税償却額 

93,126

1

4005

100,921

1,370,953

予　　定　　額 備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　考款 項

306,312

医学書籍等図書費、研修旅費、研修受講料　他

資 産 減 耗 費

6 研 究 研 修 費 3,155

4 減 価 償 却 費

2 材 料 費

経 費

842,707

（単位：千円）
支　　　　　　　　　　出

1 給 与 費

目
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1 資　 本 　的
収         入

1 出 資 金 43,143

1 他 会 計 出 資 金 43,143 一般会計出資金 （企業債元金償還）

1 資　 本 　的
支         出

2 企業債償還金 102,728

1 企 業 債 償 還 金 102,728 企業債元金償還

3 投 資 800

1 看 護 師 貸 付 金 200 看護師就職準備資金貸付金

2 薬 剤 師 貸 付 金 600 薬剤師就職準備資金貸付金

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　　　　　　入
（単位：千円）

款 項 目 予　　定　　額 備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　考

43,143

支　　　　　　　　　　出
（単位：千円）

款 項 目 予　　定　　額 備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　考

103,528
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Ⅰ
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１．特　別　職

期末手当 寒冷地 その他
（千円） 手  当 の手当

年間支給率
（人） （千円） （千円） （月分） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度

その他の
特別職

計 5 30 30 0 30

前年度
その他の
特別職

計 5 30 30 0 30

比 較
その他の
特別職

計 0 0 0 0 0

計 合   計

給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書

給 与 費

区 分 職員数 報  酬 給  料 調整手当 共済費 備　　　考

長　等

議　員

0 305 30

0

30

議　員

長　等

5 30 30 30

長　等

議　員

0 0 00 0
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２．一　般　職

　ア　常時勤務を要する職員（会計年度任用職員以外の一般職）

　（１）総　　括

区 分 報　　酬 給　　料 職員手当 計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

76 0 284,956 219,719 504,675 91,282 7,441 603,398

78 0 296,629 224,708 521,337 94,036 7,589 622,962

-2 0 -11,673 -4,989 -16,662 -2,754 -148 -19,564

　

法定福利費
引　当　金
繰　入　額

備    考合　　　計法定福利費

※賞与引当金の目的使用による取崩について
　　当事業年度において、夏季分の期末手当・勤勉手当を支給するため、賞与引当金37,152千円を取り崩す。

給 与 費

本 年 度

前 年 度

比 較

職 員 数

時 間 外 管理職員

扶養手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務 単身赴任 及 び 休 夜間勤務 特別勤務 宿 日 直 管 理 職 期末手当 勤勉手当 賞　与 初任給 児童手当

区　　分 手　　当 手　　当 日 勤 務 手　　当 手　　当 手    当 手    当 引当金 調整手当

職員手当 手    当 繰入額

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

4,956 3,063 9,872 31,137 0 17,460 4,934 960 6,350 12,956 39,466 34,199 37,147 14,219 3,000

の 内 訳

5,460 2,829 9,229 31,196 0 17,460 7,932 1,568 6,350 13,284 39,821 35,044 37,775 14,840 1,920

-504 234 643 -59 0 0 -2,998 -608 0 -328 -355 -845 -628 -621 1,080

前 年 度

比 較

本 年 度

-
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（２）給料及び職員手当の増減額の明細

増 減 額
（千円） （千円）

給 料 -11,673 給与改定に伴う増減分 6,237 給与改定の状況（令和６年４月１日） 6,237 千円

-11673

実施時期

普通昇給に伴う増加分 4,636 平均昇給率 4,636 千円

その他の増減分 -22,546 その他による増減 職員数の異動状況 -2人
-22,546 千円 　医療職員の減員 -2    

医療職

平　均
昇給率

区 分
増 減 事 由 別 内 訳

説 明

1.030

区　分

備 考

区　分 行政職 医療職

1.016

1.010 1.021

R6.4.1

実　質
改定率

行政職

-
 
2
9
1
 
-



増 減 額
（千円） （千円）

職 員 -4,989 制度改正に伴う増減分 6,026 期末手当支給率の改正 3,194 千円

手 当 -4989

勤勉手当支給率の改正 2,832 千円

その他の増減分 -11,015 その他による増減 -11,015 千円

扶養手当 -504 千円 扶養手当
住居手当 234 千円 住居手当
通勤手当 643 千円 特殊勤務手当
特殊勤務手当 -59 千円 時間外及び休日勤務手当
夜間勤務手当 -2,998 千円 夜間勤務手当
管理職員特別勤務手当 -608 千円 管理職特別勤務手当
管理職手当 -328 千円 宿日直手当
期末手当 -3,549 千円 管理職手当
勤勉手当 -3,677 千円

賞与引当金繰入額 -628 千円 期末手当
初任給調整手当 -621 千円 勤勉手当
児童手当 1,080 千円

2.050

区 分
増 減 事 由 別 内 訳

説 明

支給率 2.5002.450

区　分 R7年度R6年度

2.100

備 考

支給率

区　分 R6年度 R7年度

-
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2
 
-



　（３）給料及び職員手当の状況

医 師 看 護 師 医療技 術職 行 政 職 技能労 務職

平 均 給 料 月 額 （円） 542,817 302,651 285,253 356,557 －

平 均 給 与 月 額 （円） 981,675 325,193 324,124 391,129 －

平 均 年 齢 （歳） 58.00 51.54 38.41 51.43 －

平 均 給 料 月 額 （円） 526,543 300,270 270,057 351,375 194,600

平 均 給 与 月 額 （円） 911,736 320,350 304,128 383,300 200,500

平 均 年 齢 （歳） 55.67 48.17 39.50 51.92 61.08

　　　　（注）平均給与月額は、期末手当、勤勉手当、時間外手当、宿日直手当及び児童手当等を除いたものである。

令和７年４月１日現在

令和６年４月１日現在

区　　　　　分
医療職 一般職

　　ア．職員１人当たり給与

-
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　　イ．初　任　給

行政職 行政職 医療職 医療職 医療職 福祉職 行政職 行政職 医療職 医療職 医療職 福祉職

（一） （二） （一） （二） （三） （一） （二） （一） （二） （三）

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

366,200 244,400 366,200 244,400

医　師 薬剤師 医　師 薬剤師

220,000 227,400 255,400 220,000 227,400 255,400

薬剤師・栄養士・技師 保健師・看護師 薬剤師・栄養士・技師 保健師

220,500 249,400 220,500 249,400

技　師 保健師・看護師 技　師 保健師・看護師

令和７年４月１日現在 204,400 208,300 240,600 204,400 208,300 240,600

栄養士 看護師 栄養士 看護師

188,000 211,000 221,900 199,600 188,000 211,000 221,900 199,600

准看護師 介護員 准看護師 介護員

199,000 207,700 199,000 207,700

准看護師 准看護師

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

345,000 222,700 345,000 222,700

医　師 薬剤師 医　師 薬剤師

196,200 202,800 228,500 196,200 202,800 228,500

薬剤師・栄養士・技師 保健師・看護師 薬剤師・栄養士・技師 保健師

193,500 218,800 193,500 218,800

技　師 保健師・看護師 技　師 保健師・看護師

令和６年４月１日現在 179,100 182,700 211,000 179,100 182,700 211,000

栄養士 看護師 栄養士 看護師

166,600 164,000 195,000 166,600 164,000 195,000

准看護師 准看護師

155,300 183,500 155,300 183,500

准看護師 准看護師

国　の　制　度

区 分

６ 年

大 学 卒

４ 年

３ 年

短 大 卒

２ 年

高 校 卒

中 学 卒

高 校 卒

中 学 卒

６ 年

大 学 卒

４ 年

３ 年

短 大 卒

２ 年

-
 
2
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-



　　ウ．級別職員数

級 職員数(人) 構成比(％) 級 職員数(人) 構成比(％) 級 職員数(人) 構成比(％)

１級 2 2.9 １級 0.0 １級

２級 39 56.5 ２級 0.0 ２級

３級 15 21.8 ３級 1 14.3 ３級

令和７年４月１日現在 ４級 10 14.5 ４級 2 28.6 ４級

５級 3 4.3 ５級 2 28.6 ５級

６級 1 14.3

７級 1 14.3

計 69 100.0 計 7 100.0 計

１級 5 7.1 １級 0.0 １級 1 100.0

２級 39 55.7 ２級 0.0 ２級

３級 12 17.2 ３級 0.0 ３級

令和６年４月１日現在 ４級 10 14.3 ４級 3 42.8 ４級

５級 4 5.7 ５級 2 28.6 ５級

６級 1 14.3

７級 1 14.3

計 70 100.0 計 7 100.0 計 1 100.0

区 分
医　　　療　　　職　 行　　政　　職 技　能　労　務　職　

-
 
2
9
5
 
-



　（級 別 基 準 職 務 表）

区　　分 １　　級 ２　　級 ３　　級 ４　　級 ５　　級 ６　　級 ７　　級

行 政 職 主事の職務 主任の職務

技能労務職

医療職（一） 技師の職務 医長の職務 部長の職務

医療職（二）

医療職（三）

福祉職 介護員の職務

主査の職務 主任主査の職務 課長補佐の職務 課長の職務 部長の職務

運転手、用務
員、調理員、看
護助手、観光施
設員、環境施設
員、清掃作業
員、学校図書員
及び体育施設員
の職務

主任運転手、主
任用務員、主任
調理員、主任看
護助手、主任観
光施設員、主任
環境施設員、主
任清掃作業員、
主任学校図書員
及び主任体育施
設員の職務

高度の経験を積
んだ主任の職務

主査の職務 高度の経験を積
んだ主査の職務

医療機関の副院
長(副所長を含
む。)の職務

医療機関の長の
職務

技術又は経験を
必要とする業務
を行う職務

高度の知識経験
を必要とする業
務を行う職務

特に高度の知識
経験を必要とす
る業務を行う職
務

著しく高度の知
識経験を必要と
する業務を行う
職務

(1)薬局の長の職
務
(2)技師長の職務

技術又は経験を
必要とする業務
を行う職務

高度の知識経験
を必要とする業
務を行う職務

特に高度の知識
経験を必要とす
る業務を行う職
務

(1)著しく高度の
知識経験を必要
とする業務を行
う職務
(2)看護師長の職
務

看護部長又は総
看護師長の職務

高度な知識又は
経験を必要とす
る業務を行う介
護員の職務

主任介護員の職
務

-
 
2
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-



　　エ．昇給期間短縮

医療職 行政職（一） 行政職（二）

76 69 7 0

３月（人）

６月（人）

９月（人）

１２月（人）

78 70 7 1

３月（人）

６月（人）

９月（人）

１２月（人）

区分 合　計
代表的な職種

本
　
年
　
度

職員数　　　　　　　（Ａ）（人）

昇給期間短縮に係る職員数
　　　　　　　　　　（Ｂ）（人）

昇給期間の短縮
月数別内訳

比率（Ｂ）／（Ａ）　　（％）

特別昇給に係る職員数　（人）

前
　
年
　
度

職員数　　　　　　　（Ａ）（人）

昇給期間短縮に係る職員数
　　　　　　　　　　（Ｂ）（人）

昇給期間の短縮
月数別内訳

比率（Ｂ）／（Ａ）　　（％）

特別昇給に係る職員数　（人）

-
 
2
9
7
 
-



　　オ．期末手当・勤勉手当

本 年 度 2.300 2.300 4.600 有

前 年 度 2.250 2.250 4.500 有

国 の 制 度 2.300 2.300 4.600 有

区 分
支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計 職制上の段階・

職務の級等によ
る 加 算 措 置

備 考
６ 月（ 月 分 ） １２ 月（ 月 分 ） （ 月 分 ）

　カ．定年退職に係る退職手当

そ の 他 の

加 算 措 置 等

国 の 制 度

（支給率等）

区 分
２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者 最 高 限 度

備 考
（ 月 分 ） （ 月 分 ） （ 月 分 ） （ 月 分 ）

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.70900 47.70900 なし

24.586875 33.27075 47.70900 47.70900 なし

-
 
2
9
8
 
-



　　キ．特殊勤務手当

行 政 職 技 能 労 務 職 医 療 職

給料総額に対する比率（％） 5.8 － － 6.6

支給対象職員の比率（％）
（令和７年４月１日現在） 68.4 － － 83.9

代表的な特殊勤務手当の名称

区 分 全 職 種
代 表 的 な 職 種

医師手当、衛生業務手当、放射線照射介護手当、患者待機手当、死体取扱手当、
夜間看護手当、病院看護手当、麻酔手当

　　ク．その他の手当

区 分 国の制度との異同

扶 養 手 当 同　　　じ

初任給調整手当 同　　　じ

住 居 手 当 同　　　じ

通 勤 手 当 一部異なる 　自動車等を使用することを常例とする職員の通勤距離及び支給額

差 異 の 内 容

-
 
2
9
9
 
-



　イ　会計年度任用職員

（１）総　　括

区 分 報　　酬 給　　料 職員手当 計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

(35)

23 77,769 59,942 32,357 170,068 27,113 1,071 198,252

(34)

24 75,798 56,231 32,635 164,664 24,976 787 190,427

(1)

-1 1,971 3,711 -278 5,404 2,137 284 7,825

　備考　　（　）内はパートタイムの会計年度任用職員について外書き。

本 年 度

前 年 度

比 較

法定福利費
引当金
繰入額

職 員 数
給 与 費

法定福利費 合　　　計 備 考

時 間 外

通勤手当 特殊勤務 及 び 休 夜間勤務 宿 日 直 期末手当 勤勉手当 賞与 児童手当

区　　分 手　　当 日 勤 務 手　　当 手    当 引当金

職員手当 手    当 繰入額

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

1,427 1,876 240 720 89 10,934 7,940 9,011 120

の 内 訳

1,434 1,909 240 720 89 9,840 10,118 8,165 120

-7 -33 0 0 0 1,094 -2,178 846 0

本 年 度

前 年 度

比 較

-
 
3
0
0
 
-



（２）給料及び職員手当の増減額の明細

増 減 額
（千円） （千円）

報 酬 1,971 その他の増減分 1,971 会計年度任用職員の任用に伴う増減 1,353 千円 職員の任用状況 1人
1971 　ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ任用者数 1     

その他による増減 618 千円

給 料 3,711 その他の増減分 3,711 会計年度任用職員の任用に伴う増減 -2,256 千円 職員の任用状況 -1人
3711 　ﾌﾙﾀｲﾑ任用者数 -1    

その他による増減 5,967 千円

職 員 -278 その他の増減分 -278 会計年度任用職員の任用に伴う増減 -184 千円

手 当 -278 期末手当 -107 千円

勤勉手当 -77 千円

その他による増減 -94 千円

通勤手当 -7 千円

特殊勤務手当 -33 千円

期末手当 1,201 千円

勤務手当 -2,101 千円

賞与引当金繰入額 846 千円

区 分
増 減 事 由 別 内 訳

説 明 備 考

-
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-
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手

当
・
勤
勉

手
当
の

支
給

に
備
え

る
た

め
、
当
事

業
年

度
末
に

お
け
る

支
給

見
込

額
に

基
づ
き

、
当

事
業

年
度

の
負

担
に
属

す
る

額
を

計
上

し
て

い
る
。

 

 

ニ
.  法

定
福

利
費

引
当

金
 

職
員

の
期

末
手

当
・
勤
勉

手
当
に

か
か

る
法
定

福
利

費
の

支
出

に
備

え
る
た

め
、
当

事
業

年
度

末
に

お
け
る

支
給

見
込

額
に

基
づ

き
、
当

事
業
年

度
の
負

担
に

属
す
る

額
を

計
上

し
て

い
る

。
 

（
４

）
消

費
税
等

の
会

計
処

理
 

 
消

費
税

及
び
地

方
消

費
税

の
会

計
処

理
は
税

抜
処

理
と

し
て

い
る

。
な
お

、
控

除
対

象
外

消
費

税
等

に
つ

い
て
は
、
当

事
業

年
度

の
費

用
と
し

て
処

理
し

て
い

る
。
た
だ

し
、
固
定

資
産
に

係
る

控
除

対
象

外
消
費

税
等

に
つ

い
て

は
、

長
期
前

払
消

費
税

勘
定

に
計

上
し
、
2
0
年
間

で
均
等

償

却
を

行
っ

て
い
る

。
 

 

Ⅱ
.
予

定
貸
借

対
照

表
等
に

関
す
る

注
記

 

（
１

）
 企

業
債
の

償
還
に

係
る

他
会

計
の

負
担

 

 
貸

借
対

照
表
に

計
上

さ
れ

て
い

る
企

業
債
（
１

年
内
に

償
還

予
定
の

も
の

も
含

む
）
の
う
ち
、

他
会

計
が

負
担
す

る
と

見
込

ま
れ

る
額

は
、
5
1
8
,
1
9
2
千

円
で

あ
る

。
 

 

Ⅲ
.
セ

グ
メ
ン

ト
情

報
に
関

す
る
注

記
 

（
１

）
 報

告
セ
グ

メ
ン
ト

の
概

要
 

病
院

事
業

の
み

を
運
営

し
て

お
り

、
報

告
セ

グ
メ
ン

ト
が

１
つ
の
た

め
、
記

載
を

省
略

し
て

い

る
。

 

 

Ⅳ
.
そ

の
他
の

注
記

 

（
１

）
賞

与
引
当

金
お

よ
び

法
定

福
利

費
引

当
金
の
目

的
使
用

に
よ

る
取
崩

に
つ

い
て

 

当
年

度
に

お
い
て

、
夏

季
分

の
期

末
手

当
及
び

勤
勉

手
当

と
し

て
6
9
,
2
3
7
千

円
を
支

給
す
る

た
め

、
賞
与

引
当

金
4
5
,
9
4
0
千
円

を
取

り
崩
す

。
ま
た

、
夏
季

分
の

期
末
手

当
及

び
勤

勉
手

当
の

支
給

に
伴

う
法
定

福
利

費
1
2
,
7
6
8
千

円
を
支
給

す
る
た

め
、
法

定
福

利
費

引
当
金

8
,
3
7
6
千
円

を

取
り

崩
す

。
 

 

-
 
3
0
5
 
-



　

(
単
位
：
千
円
)

１

4
2
8
,
8
7
5

4
2
6
,
4
6
5

1
0
2
,
1
3
1

9
5
7
,
4
7
1

２

8
4
2
,
0
9
3

1
5
3
,
9
1
6

3
2
3
,
8
8
6

9
3
,
7
8
9

4
5
4

3
,
5
1
6

1
,
4
1
7
,
6
5
4

4
6
0
,
1
8
3

３

1

2
3
,
5
4
3

1
,
2
0
8

4
5
8
,
6
5
9

1
0
3

2
7
,
3
8
1

5
,
9
0
5

5
1
6
,
8
0
0

４

1
1
,
1
6
0

4
4
,
7
5
0

3
6
0

5
,
1
6
1

6
1
,
4
3
1

4
5
5
,
3
6
9

　
経

   常
   損

   失
4
,
8
1
4

　
当

 年
 度

 純
 損

 失
 

4
,
8
1
4

　
前

 年
 度

 繰
 越

 欠
 損

 金
1
,
8
0
8
,
1
1
7

　
当

 年
 度

 未
 処

 理
 欠

 損
 金

1
,
8
1
2
,
9
3
1

 

(
4
)
長

期
前

払

消
費

税
償

却

(
1
)
支
払
利
息
及
び

企
業
債
取
扱
諸
費

(
2
)
雑

支
出

(
3
)
雑

損
失

(
6
)
長
期
前
受
金
戻
入

(
7
)
そ
の
他
医
業
外
収
益

医
業
外
費
用

(
2
)
他
会
計
補
助
金

(
4
)
負
担
金
交
付
金

(
5
)
患
者
外
給
食
収
益

(
3
)
県

補
助

金

(
6
)
研
究
研
修
費

医
業

損
失

医
業
外
収
益

(
1
)
受
取
利
息
及
び
配
当
金

(
3
)
経

費

(
4
)
減
価
償
却
費

(
5
)
資
産
減
耗
費

(
3
)
そ
の
他
医
業
収
益

医
業

費
用

(
1
)
給

与
費

(
2
)
材

料
費

　
　
　
　
　
　
令
和
６
年
度
　
下
呂
市
金
山
病
院
事
業
予
定
損
益
計
算
書

(
令
和
６
年
４
月
１
日
か
ら
令
和
７
年
３
月
3
1
日
)

医
業

収
益

(
1
)
入

院
収

益

(
2
)
外

来
収

益

-
 
3
0
6
 
-



       （
単
位
：
千
円
）

１
固

  定
  資

  産

(
1
)
有
形
固
定
資
産

イ
土

地
2
6
,
3
6
6

ロ
建

物
2
,
0
5
9
,
4
7
9

減
価
償
却
累
計
額

△
 
6
3
2
,
6
7
9

1
,
4
2
6
,
8
0
0

ハ
構

築
物

2
,
6
8
6

減
価
償
却
累
計
額

△
 
2
,
4
7
5

2
1
1

ニ
器
械
備
品

8
9
8
,
2
2
3

減
価
償
却
累
計
額

△
 
6
7
3
,
1
8
6

2
2
5
,
0
3
7

ホ
車

両
6
,
1
4
0

減
価
償
却
累
計
額

△
 
5
,
2
1
0

9
3
0

有
形
固
定
資
産
合
計

1
,
6
7
9
,
3
4
4

(
2
)
無
形
固
定
資
産

イ
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア

1
,
1
1
7

無
形
固
定
資
産
合
計

1
,
1
1
7

(
3
)
投
資
そ
の
他
の
資
産

イ
長
期
貸
付
金

1
,
4
0
0

貸
倒
引
当
金

△
 
1
,
4
0
0

0

ロ
長
期
前
払
消
費
税

4
1
,
2
9
2

ハ
破
産
更
生
債
権
等

4
9
0

貸
倒
引
当
金

△
 
4
9
0

0

ニ
そ
の
他
預
託
金

7
0

投
資
そ
の
他
の
資
産
合
計

4
1
,
3
6
2

固
 定

 資
 産

 合
 計

1
,
7
2
1
,
8
2
3

２
流

  動
  資

  産

(
1
)
現

  金
  預

  金
1
1
,
1
5
7

(
2
)
未

    収
    金

1
5
4
,
5
6
6

貸
 倒

 引
 当

 金
△

 
3
8
9

1
5
4
,
1
7
7

(
3
)
貯

    蔵
    品

4
,
6
8
7

(
4
)

そ
の

他
流

動
資

産
5
,
0
0
0

流
 動

 資
 産

 合
 計

1
7
5
,
0
2
1

資
   産

   合
   計

1
,
8
9
6
,
8
4
4

令
和

６
年

度
   下

呂
市

立
金

山
病

院
事

業
予

定
貸

借
対

照
表

（
令

和
７

年
３

月
３

１
日

）

資
    産

    の
    部

-
 
3
0
7
 
-



３
固

  定
  負

  債

(
1
)
企

    業
    債

イ
建
設
改
良
費
等
の
財
源
に
充
て
る
た
め
の
企
業
債

1
,
0
3
6
,
3
8
6

　

ロ
そ
の
他
の
企
業
債

1
7
0
,
4
0
6

企
業
債
合
計

1
,
2
0
6
,
7
9
2

固
 定

 負
 債

 合
 計

1
,
2
0
6
,
7
9
2

４
流

  動
  負

  債

(
1
)
企
　
　
業
　
　
債

イ
建
設
改
良
費
等
の
財
源
に
充
て
る
た
め
の
企
業
債

8
6
,
2
8
7

　

ロ
そ
の
他
の
企
業
債

1
6
,
4
4
0

企
業
債
合
計

1
0
2
,
7
2
7

(
2
)
未

    払
    金

6
1
,
6
8
4

(
3
)
未

 払
 消

 費
 税

1
,
2
0
2

(
4
)
預

    り
    金

6
,
9
8
2

(
5
)
引
　
　
当
　
　
金

イ
賞
与
引
当
金

4
5
,
9
4
0

ロ
法
定
福
利
費
引
当
金

8
,
3
7
6

引
当
金
合
計

5
4
,
3
1
6

(
6
)

そ
の

他
流

動
負

債
5
,
0
0
0

流
 動

 負
 債

 合
 計

2
3
1
,
9
1
1

５
繰
　
延
　
収
　
益

長
期
前
受
金

7
4
2
,
5
2
7

収
益
化
累
計
額

△
 
2
4
5
,
5
0
2

繰
延
収
益
合
計

4
9
7
,
0
2
5

負
   債

   合
   計

1
,
9
3
5
,
7
2
8

６
資

    本
    金

1
,
7
3
0
,
4
6
1

７
剰

    余
    金

(
1
)
資

 本
 剰

 余
 金

イ
2
6
,
3
6
6

2
6
,
3
6
6

利
 益

 剰
 余

 金

イ
減
債
積
立
金

1
7
,
2
2
0

ロ
当
年
度
未
処
理
欠
損
金

1
,
8
1
2
,
9
3
1

利
 益

 剰
 余

 金
 合

 計
△
 
1
,
7
9
5
,
7
1
1

剰
  余

  金
   合

   計
△

 
1
,
7
6
9
,
3
4
5

資
    本

    合
    計

△
 
3
8
,
8
8
4

負
 債

  資
 本

  合
  計

1
,
8
9
6
,
8
4
4

資
本
剰
余
金
合
計

(
2
)

負
    債

    の
    部

資
    本

    の
    部

受
贈
財
産
評
価
額

-
 
3
0
8
 
-



令
和

６
年
度

 
注
記
 

 Ⅰ
.
重

要
な
会

計
方

針
に
係

る
事
項

に
関

す
る
注

記
 

（
１

）
た

な
卸
資

産
の

評
価

基
準

及
び

評
価

方
法
 

貯
蔵

品
 

最
終
仕
入

原
価

法
に

よ
る
原

価
法
（

貸
借

対
照

表
額

は
収

益
性
の

低
下

に
基

づ
く

簿
価

 
 
 

 

切
下

げ
の

方
法
に

よ
り

算
定

）
に

よ
る

。
 

（
２

）
固

定
資
産

の
減

価
償

却
の

方
法

 

イ
. 有

形
固

定
資

産
（

リ
ー

ス
資

産
を

除
く

）
 

定
額

法
を

採
用

し
て
い

る
。

 

な
お

、
主

な
資

産
の
耐

用
年

数
は

以
下

の
と
お

り
で

あ
る

。
 

建
物

 
 

 
 
１

５
年

～
４

７
年

 

構
築

物
 

 
 
１

５
年

～
２

０
年

 

器
械

備
品

 
 
 

３
年

～
１

５
年

 

車
両

 
 

 
 
 

５
年

～
 

６
年

 

ロ
. 無

形
固

定
資

産
（

リ
ー

ス
資

産
を

除
く

）
 

定
額

法
を

採
用

し
て
い

る
。

 

ハ
.
リ

ー
ス
資

産
 

・
所

有
権

移
転
フ

ァ
イ

ナ
ン

ス
・

リ
ー

ス
取
引

に
係

る
リ

ー
ス

資
産

 

 
自

己
所

有
の
固

定
資

産
に

適
用

す
る

減
価
償

却
方

法
と

同
一

の
方

法
を

採
用

し
て

い
る

。
 

（
３

）
引

当
金
の

計
上

方
法

 

イ
.  貸

倒
引

当
金

 

債
権

の
貸

倒
に

よ
る
損

失
に

備
え

る
た

め
、
一

般
債

権
に

つ
い

て
は

貸
倒
実

績
率
に

よ
り
、

貸
倒

懸
念

債
権
等

特
定

の
債

権
に

つ
い

て
は
、
個

別
に

回
収
可

能
性

を
勘
案

し
、
回

収
不
能

見
込

額
を

計
上
し

て
い

る
。

 

ロ
.  退

職
給

付
引

当
金

 

職
員

の
退

職
手

当
は
、
「
職

員
の

退
職

手
当
に

係
る

取
扱

い
に

関
す

る
覚
書

」
に

基
づ
き
、

毎
事

業
年

度
支
払

う
一

定
の

負
担

金
（

一
般
負

担
金

）
の
み

を
公

営
企

業
が
負

担
し

て
お

り
、

積
立

金
の

不
足
等

に
応

じ
て

発
生

す
る

追
加
的

な
費

用
負

担
（

収
支
差

額
の

調
整
の

た
め
に

支
払

う
負

担
金
、
組

合
脱

退
時
の

清
算

金
等
を

含
む

）
を

す
べ

て
一

般
会
計

が
負

担
す

る
こ

と
と

し
て

い
る
た

め
、

退
職

給
付

引
当

金
は
計

上
し

て
い

な
い

。
 

-
 
3
0
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ハ
. 賞

与
引

当
金

 

職
員

の
期

末
手

当
・
勤
勉

手
当
の

支
給

に
備
え

る
た

め
、
当
事

業
年

度
末
に

お
け
る

支
給

見
込

額
に

基
づ
き

、
当

事
業

年
度

の
負

担
に
属

す
る

額
を

計
上

し
て

い
る
。

 

 

ニ
.  法

定
福

利
費

引
当

金
 

職
員

の
期

末
手

当
・
勤
勉

手
当
に

か
か

る
法
定

福
利

費
の

支
出

に
備

え
る
た

め
、
当

事
業

年
度

末
に

お
け
る

支
給

見
込

額
に

基
づ

き
、
当

事
業
年

度
の
負

担
に

属
す
る

額
を

計
上

し
て

い
る

。
 

（
４

）
消

費
税
等

の
会

計
処

理
 

 
消

費
税

及
び
地

方
消

費
税

の
会

計
処

理
は
税

抜
処

理
と

し
て

い
る

。
な
お

、
控

除
対

象
外

消
費

税
等

に
つ

い
て
は
、
当

事
業

年
度

の
費

用
と
し

て
処

理
し

て
い

る
。
た
だ

し
、
固
定

資
産
に

係
る

控
除

対
象

外
消
費

税
等

に
つ

い
て

は
、

長
期
前

払
消

費
税

勘
定

に
計

上
し
、
2
0
年
間

で
均
等

償

却
を

行
っ

て
い
る

。
 

 

Ⅱ
.
予

定
貸
借

対
照

表
等
に

関
す
る

注
記

 

（
１

）
 企

業
債
の

償
還
に

係
る

他
会

計
の

負
担

 

 
貸

借
対

照
表
に

計
上

さ
れ

て
い

る
企

業
債
（
１

年
内
に

償
還

予
定
の

も
の

も
含

む
）
の
う
ち
、

他
会

計
が

負
担
す

る
と

見
込

ま
れ

る
額

は
、
5
6
1
,
3
3
6
千

円
で

あ
る

。
 

 

Ⅲ
.
セ

グ
メ
ン

ト
情

報
に
関

す
る
注

記
 

（
１

）
 報

告
セ
グ

メ
ン
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収　　入

本 年 度 前 年 度
予 定 額 予 定 額 節 金　　額

１．病院事業収益 1,144,805 1,504,312 △ 359,507

( 6,899) ( 7,184) (△ 285)

１．医業収益 902,870 1,238,120 △ 335,250

( 6,299) ( 6,584) (△ 285)

１．入院収益 393,835 666,490 △ 272,655 入院収益 393,835 【急性期一般入院料6】 4,745人＊33,000円＝ 156,585

( 0) ( 0) ( 0) 　　年間延患者数： 13人/日＊365日＝4,745人

　　１日1人あたり収益　33,000円

【地域包括ケア病床管理料2】 7,300人＊32,500円＝ 237,250

　　年間延患者数: 20人/日＊365日＝7,300人

　　１日1人あたり収益　32,500円

２．外来収益 403,450 462,915 △ 59,465 外来収益 403,450 【外来診療】 31,460人＊12,500円＝ 393,250

( 0) ( 0) ( 0) 　　年間延患者数： 130人/日＊242日＝31,460人

　　１日1人あたり収益　12,500円

【往診診療】 1,020人＊10,000円＝ 10,200

　　年間延患者数： 10人/日＊102日＝1,020人

　　１日1人あたり収益　10,000円

３．その他医業収益 105,585 108,715 △ 3,130 室料差額収益 14,454 室料差額 14,454

( 6,299) ( 6,584) (△ 285) 　 　　13,200円（1室）＊292人＝3,854千円

　　5,500円（5室）＊1,460人＝8,030千円

　　8,800円（1室）＊292人＝2,570千円

令和7年度　下呂市立金山病院事業予算実施計画明細書

収益的収入及び支出

（単位：千円）

款 項 目 増　　減
勘　　定　　科　　目　　説　　明

附　　　　　　　　記
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1
1
 
-



収　　入

本 年 度 前 年 度
予 定 額 予 定 額 節 金　　額

（単位：千円）

款 項 目 増　　減
勘　　定　　科　　目　　説　　明

附　　　　　　　　記

公衆衛生活動収益 17,731 受託診療等 （産業医〉 660

　 小・中学校　学校医 798

園児健診 95

乳幼児健診 270

特養ホーム嘱託医 2,508

予防接種　等 13,400

医療相談収益 26,106 人間ドック Aﾄﾞｯｸ170人、脳ﾄﾞｯｸ30人 5,856

　 事業所健康診査　　750人 17,250

特定健康診査等　　400人 3,000

他会計負担金 36,294 救急医療確保経費（一般会計負担金） 36,294

その他医業収益 11,000 文書料、材料費、自動車使用料、入院雑費ほか

　 11,000

２．医業外収益 241,935 266,192 △ 24,257

( 600) ( 600) (0)

１．受取利息及び配当金 1 1 0 預金利息 1 定期預金・普通預金利息 1

( 0) ( 0) (0)

２．他会計補助金 20,594 23,543 △ 2,949 他会計補助金 20,594 一般会計補助金 20,594

( 0) ( 0) (0) 　研究研修費、追加費用、拠出金、児童手当、

　特別減収対策債利子

４．負担金交付金 187,530 208,659 △ 21,129 負担金交付金 187,530 一般会計補助金 187,530

( 0) ( 0) (0) 　企業債利子、高度医療経費、不採算地区経費

５．患者外給食収益 113 113 0 患者外給食 113 患者外給食 113

( 10) ( 10) (0) 　

-
 
3
1
2
 
-



収　　入

本 年 度 前 年 度
予 定 額 予 定 額 節 金　　額

（単位：千円）

款 項 目 増　　減
勘　　定　　科　　目　　説　　明

附　　　　　　　　記

７．長期前受金戻入 27,202 27,381 △ 179 国庫補助金 6,591 資本剰余金　国庫補助金（みなし）分 6,591

( 0) ( 0) (0) 県補助金 20,441 資本剰余金　県補助金（みなし）分 20,441

寄付金 170 資本剰余金　寄付金（みなし）分 170

８．その他医業外収益 6,495 6,495 0 その他医業外収益 6,495 医師住宅使用料・共益費 513

( 590) ( 590) (0) 　 テレビカード利用料 636

救命救急応援診療（総合医療ｾﾝﾀｰ） 2,400

駐車場使用料（職員他） 906

その他 2,040

（　　　）内は仮受消費税

-
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1
3
 
-



支　　出 （単位：千円）

本 年 度 前 年 度
予 定 額 予 定 額 節 金　　額

１．病院事業費用 1,370,953 1,507,865 △ 136,912

( 33,271) ( 44,164) (△ 10,893)

１．医業費用 1,346,621 1,484,261 △ 137,640

( 32,993) ( 43,886) (△ 10,893)

１．給与費 842,707 857,151 △ 14,444 給　料 344,898 医師（7人） 44,699

( 1,027) ( 969) ( 58) 看護師（40人） 138,259

医療技術員（21人） 69,494

事務員（7人） 29,951

労務員（1人） 職員計76人 2,553

会計年度任用職員（フル23人） 59,942

手　当 205,918 扶養手当 4,956

　 住居手当 3,063

通勤手当 9,872

特殊勤務手当 31,137

時間外勤務手当 17,460

夜間勤務手当 4,934

管理職特別勤務手当 960

宿日直手当 6,350

管理職手当 12,956

期末手当 39,466

勤勉手当 34,199

初任給調整手当 14,219

児童手当 3,000

款 項 目 増　　減
勘　　定　　科　　目　　説　　明

附　　　　　　　　記

-
 
3
1
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-



支　　出 （単位：千円）

本 年 度 前 年 度
予 定 額 予 定 額 節 金　　額

款 項 目 増　　減
勘　　定　　科　　目　　説　　明

附　　　　　　　　記

会計年度任用職員（フル）通勤手当 1,427

　　　　　〃　　　 その他手当 11,693

10,226

報　酬 77,799 会計年度任用職員（パート34人） 75,638

　　　　　〃　　　 手当 2,131

病院改革プラン評価委員報酬（5人） 30

 法定福利費 118,395 共済組合負担金 90,508

公務災害補償基金負担金 774

共済組合負担金(会計年度) 21,803

健康保険・厚生年金負担金等（会計年度） 5,310

退職給付費 41,027 退職手当組合負担金 35,032

退職手当組合負担金（会計年度） 5,995

賞与引当金繰入額 46,158 ６月賞与分引当金（12月～３月分） 37,147

６月賞与分引当金（12月～３月分）（会計年度） 9,011

法定福利費引当金繰入額 8,512 ６月共済負担金分（12月～３月分） 7,441

６月共済負担金分（12月～３月分）（会計年度） 1,071

２．材料費 100,921 180,364 △ 79,443 薬品費 54,417 注射薬品 23,943

( 9,175) ( 16,397) (△ 7,222) 　 調剤薬品 5,986

その他薬品 24,488

診療材料費 43,527 診療材料費 43,527

給食材料費 1,777 給食材料費 1,777

医療消耗備品費 1,200 医療消耗備品費 1,200

会計年度任用職員（パート）期末・勤勉手当

-
 
3
1
5
 
-



支　　出 （単位：千円）

本 年 度 前 年 度
予 定 額 予 定 額 節 金　　額

款 項 目 増　　減
勘　　定　　科　　目　　説　　明

附　　　　　　　　記

３．経　費 306,312 348,635 △ 42,323 厚生福利費 50 厚生福利費 50

( 22,504) ( 26,168) (△ 3,664) 報償費 51,838 パート医師報償費等 51,838

旅費交通費 4,660 職員出張旅費 51

委員、パート医師交通費 2,687

会計年度任用職員（パート）費用弁償 1,922

職員被服費 100 医師・看護師・技術員等被服費 100

消耗品費 4,950 一般事務用 660

医療事務用 1,500

医療業務用 1,200

施設設備用 990

給食用 469

その他消耗品 131

消耗備品費 1,640 消耗備品 1,640

光熱水費 35,820 電気料 32,520

上下水道料 3,300

燃料費 1,012 ガソリン・ガス他 1,012

食糧費 8 食糧費 8

印刷製本費 337 一般事務用 37

医事用 300

修繕費 7,500 施設用 2,000

設備用 2,000

自動車用 500

医療機器用 3,000

-
 
3
1
6
 
-



支　　出 （単位：千円）

本 年 度 前 年 度
予 定 額 予 定 額 節 金　　額

款 項 目 増　　減
勘　　定　　科　　目　　説　　明

附　　　　　　　　記

保険料 2,103 病院賠償責任保険料　他 1,768

建物災害共済掛金 134

自動車保険料 201

賃借料 18,860 土地借上料　他 1,623

医療機器賃借料 10,237

寝具等借上料 3,006

室内装飾品借上料 1,999

玄関マット等借上料 429

事務機器等賃借料 1,526

その他賃借料 40

通信運搬費 2,441 郵便料・電話料他 2,441

委託料 163,973 臨床検査等委託料 10,560

ホルター心電計再生業務 660

歯科技工料 8,052

医療安全測定・管理等 1,878

給食業務 35,059

日直・夜間当直業務 10,890

日常清掃業務 10,398

感染性医療廃棄物処理 5,280

環境衛生管理等業務 1,005

医療機器等保守業務 19,972

設備等保守業務 10,836

-
 
3
1
7
 
-



支　　出 （単位：千円）

本 年 度 前 年 度
予 定 額 予 定 額 節 金　　額

款 項 目 増　　減
勘　　定　　科　　目　　説　　明

附　　　　　　　　記

医療事務業務 28,674

システム保守業務 17,768

その他委託料 2,941

諸会費 2,660 加入団体会費 2,317

会議等参加費 123

救急医療支援情報流通ｼｽﾃﾑ負担金 220

交際費 600 交際費 600

貸倒引当金繰入額 1,200 貸倒引当金繰入額 1,200

看護師貸付金分（１名） 600

薬剤師貸付金分（１名） 600

雑　費 6,560 雑　費 6,560

４．減価償却費 93,126 93,789 △ 663 建物減価償却費 47,021 建物・附属設備分 47,021

( 0) ( 0) ( 0) 構築物減価償却費 12 構築物分 12

器械・備品減価償却費 45,269 器械・備品分 45,269

車両減価償却費 251 車両分 251

ｿﾌﾄｳｪｱ減価償却費 573 ソフトウェア分 573

５．資産減耗費 400 454 △ 54 たな卸資産減耗費 400 たな卸資産減耗費 400

( 0) ( 0) ( 0)

６．研究研修費 3,155 3,868 △ 713 謝　金 60 研修会講師謝礼 60

( 287) ( 352) (△ 65) 図書費 1,044 臨床雑誌、医学参考図書等 1,044

旅　費 1,051 医師・医療スタッフ等研修旅費 1,051

研究雑費 1,000 学会参加費、研修負担金等 1,000

-
 
3
1
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-



支　　出 （単位：千円）

本 年 度 前 年 度
予 定 額 予 定 額 節 金　　額

款 項 目 増　　減
勘　　定　　科　　目　　説　　明

附　　　　　　　　記

２．医業外費用 21,332 20,604 728

( 5) ( 5) ( 0)

１．支払利息及び 10,851 10,223 628 企業債利息 9,716 企業債利息 9,716

　　企業債取扱諸費 ( 0) ( 0) ( 0) 一時借入金利息 1,135 一時借入金利息 1,135

３．雑支出 50 50 0 その他雑支出 50 公衆電話料 50

( 5) ( 5) ( 0)

４．消費税 4,910 4,810 100 消費税 4,910 消費税 4,910

( 0) ( 0) ( 0)

５．雑損失 360 360 0 その他雑損失 360 診療報酬査定減 360

( 0) ( 0) ( 0)

６．長期前払消費税償却 5,161 5,161 0 長期前払消費税 5,161 長期前払消費税 5,161

( 0) ( 0) ( 0)

４．予備費 3,000 3,000 0

( 273) ( 273) ( 0)

１．予備費 3,000 3,000 0 予備費 3,000 予備費 3,000

( 273) ( 273) ( 0)

（　　　）内は仮払消費税

-
 
3
1
9
 
-



収　　入 （単位：千円）

本 年 度 前 年 度
予 定 額 予 定 額 節 金　　額

１．資本的収入 43,143 107,871 △ 64,728

( 0) ( 0) ( 0)

１．出資金 43,143 46,071 △ 2,928

( 0) ( 0) ( 0)

１．他会計出資金 43,143 46,071 △ 2,928 一般会計出資金 43,143 企業債償還金分 43,143

　 ( 0) ( 0) ( 0)

４．企業債 0 61,800 △ 61,800

( 0) ( 0) ( 0)

１．企業債 0 61,800 △ 61,800 企業債 0 病院事業債　　　（医療機器整備事業） 0

( 0) ( 0) ( 0) 過疎対策事業債（医療機器整備事業） 0

資本的収入及び支出

款 項 目 増　　減
勘　　定　　科　　目　　説　　明

附　　　　　　　　記

（　　　）内は仮受消費税

-
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-



支　　出

本 年 度 前 年 度
予 定 額 予 定 額 節 金　　額

１．資本的支出 103,528 169,864 △ 66,336

( 0) ( 6,207) (△ 6,207)

１．建設改良費 0 68,283 △ 68,283

( 0) ( 6,207) (△ 6,207)

１．有形固定資産 0 64,214 △ 64,214 備品購入費 0

　　購入費 ( 0) ( 5,838) (△ 5,838)

　

３．施設整備費 0 4,069 △ 4,069 工事請負費 0

( 0) ( 369) (△ 369)

２．企業債償還金 102,728 100,381 2,347

( 0) ( 0) ( 0)

１．企業債償還金 102,728 100,381 2,347 企業債償還金 102,728 企業債元金償還 102,728

( 0) ( 0) ( 0)

３．投　資 800 1,200 △ 400

( 0) ( 0) ( 0)

１．看護師貸付金 200 600 △ 400 看護師貸付金 200 看護職員就職準備資金（1名） 200

( 0) ( 0) ( 0)

２．薬剤師貸付金 600 600 0 薬剤師貸付金 600 薬剤師就職準備資金（１名） 600

　 ( 0) ( 0) ( 0) 　 　 　 　

（　　　）内は仮払消費税

（単位：千円）

款 項 目 増　　減
勘　　定　　科　　目　　説　　明

附　　　　　　　　記

-
 
3
2
1
 
-



107584
令和5年度

117,945 ～ 78,630 令和７年度 39,315 0 0 39,315
令和6年度

26740

補 助 金 地 方 債 医業収益

債　務　負　担　行　為　に　関　す　る　調　書

（単位：千円）

限 度 額

前年度末までの支払 当該年度以降の支払
左　　の　　財　　源　　内　　訳

給食業務委託料 (４)

事　　　　　　項

金　　額 期 間

義務発生（見込）額 義務発生予定額

期 間 金　　額

-
 
3
2
2
 
-



（単位：千円）

当 該 年 度 中 当 該 年 度 中
起 債 見 込 額 元金償還見込額

1,348,100 1,309,519 0 102,728 1,206,791 9,716

地方債の前々年度末現在高並びに前年度末及び当該年度末現在高見込調

区　　　　　　分
前 々 年 度 末 前 年 度 末 当 該 年 度 中 増 減 見 込 当 該 年 度 末 （参  　  考）

現 在 高 現在高見込額 現在高見込額 当該年度利子見込額

病 院 事 業 債

-
 
3
2
3
 
-


